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はじめに
　企業は様々な理由や目的から企業グループを形成している。競争法にお
いては、この企業グループを他の市場参加者との関係で判断する場合、グ
ループを構成する個々の企業を基準とするのではなく、必要に応じて企業
グループを一体として判断することが必要な場合がある。もっとも典型的
には、企業結合の競争制限的効果を判断する際に、当該結合の対象となっ
た企業だけでなく、親会社や子会社などを総合的に考慮するのは世界共通
である。
　しかし、このことは企業結合に限らず、カルテル等の違反行為の成立や
違反行為の責任を課す場面でも問題となってくる。第 1 には、グループ内
の企業間の合意をカルテル禁止に違反すると判断できるか否かという問題
である。第 2 は、違反行為に対する責任を直接違反行為にかかわった企業
ではなく、その親会社又は企業グループに対して課すことができるかとい
う問題である。
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　これらの問題に関し、EU の競争当局及び裁判所は、単一経済主体
（single economic entity）という概念を形成してきた。この法的概念は、反
競争行為の評価に関して同一の企業グループに属する会社間の関係を考慮
に入れようとするものである。本稿は、EU 委員会の決定及び欧州裁判所
における単一経済主体理論の展開とその問題点を紹介するものである。
Ⅰ　EU における単一経済主体理論の形成と発展
1 　企業文化の変化と競争法
　EU において競争法が施行されて以来、企業文化は大きく変化してき
た。その一つとして、企業が様々な理由から企業グループを形成すること
が多くなったことが挙げられる。このような変化の中で、競争法が制定さ
れた当時は想定されていなかった解釈上の問題が生じてきたが、親子会社
に対する競争法の適用もその 1 つである。競争法において企業グループを
取り扱う困難さは、企業活動を構成する経済原則を考慮に入れる必要があ
るという点にある（もっとも、このことは競争法の効果的な適用にとっては不
可欠なことである。）。
　親子会社に関する議論は、競争法の規定が独立の事業者を対象にしてい
ることが出発点になっている。この事業者という文言は、ECJ によって
広く解釈され、「長期の特定の経済目的を追求する、人的及び有形・無形
の要素の統一的組織から構成され、同条記載の違反行為を犯すことが可能
な経済的主体を含むものである
（１）
」という機能的アプローチが取られるよう
になっている。したがって、事業者の性格は、広義の独立の経済活動の主
体であり、これは経済活動を行う実行する法的資格（法人格）とは関係が
ない。
　事業者の概念は判例によって何度も取り扱われてきたが、企業グループ
（１）　Mestmäcker/Schweizer, Europäisches Wettberbsrecht , （2004）, §8, para.6.
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の存在は曖昧なままである。競争法の執行にグループやコンツェルンを取
り込むことは、事業者がネットワークを形成することによって競争法を回
避するのを防ぐために重要であるばかりでなく、企業グループが、事業の
効率性を実現することを許容する限界を作るという意味でも重要である。
2 　単一経済主体理論の形成
　競争当局は、企業グループに101条 1 項を適用する際に 2 つの法的問題
に直面した。一つは、共謀的とはみなされない親子会社間又は複数の子会
社間の合意を適用除外とする必要性である。もう一つは、将来の違反行為
を効果的に防止するために企業グループ内で違法行為の責任を適切に課す
るということである。
　この二つの問題に対処するためには、企業グループの形式で行われてい
る事業活動の組織構造を調査することが重要である。ヨーロッパの実務で
は、企業グループという場合、異なった形態を含む。例えば、多数株式保
有、正式のコンツェルン概念、結合企業、支配権などである。ここで問題
は、加盟国の会社法には共通の企業グループ概念が存在しないことであ
る。例えば、会社法が加盟国間で異なっているので、共通のコンツェルン
概念が存在しない。
　ECJ が単一経済主体（single economic entity）という概念を創り出した
のは、このような状況の中で、企業グループに対して競争法の条項を適用
することが必要となったためである。
　単一経済主体という法的概念は、反競争的行為の評価に関して、同一の
企業グループに属する会社間の関係を考慮に入れようとするものである。
具体的には次のために利用されてきた。
①　グループ内の合意を101条 1 項の適用除外とする（一括適用除外の付与
を含む）
②　ある企業の行為の責任を同じ企業グループの他のメンバー企業に課す
る
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（ 1 ）適用除外
　ヨーロッパの実務でこの理論が最初に適用されたのは、グループ特権な
いしコンツェルン特権に関してである。この概念は、他の会社の経営政策
に従属する会社が市場行動を自律的に決定できないという点を考慮するも
のである。カルテル規制に関してこの概念が適用されると、単一経済主体
を構成する会社間の合意に対しては、カルテル規制の適用が免除されなけ
ればならないということになる
（２）
。
　しかし、101条 1 項の文言自体からは、同じ企業グループの複数事業者
の合意に対しても同条が適用されることになる
（３）
。実際に親会社と子会社が
共謀すると考えることは難しいが、その協調行為が共同市場の競争をゆが
める場合には、理論的にはこれら企業の競争法違反の責任が認められる
（４）
。
このような101条 1 項の厳格な公式解釈の下でグループ内合意へ同条を適
用しないためには、緻密な理由付けが必要である。すなわち、適用の範囲
を明確に示す必要がある。この場合、子会社とその親会社との内部関係の
2 つの面が特に重視される。一つは、子会社がその支配する親会社に対す
る自律性に欠ける可能性がある。その場合には、101条 1 項にいう「合意」
が成立する前提が排除されているとみなされることになる
（５）
。他方、同一グ
ループに属している主体間の競争は、グループ内合意が101条 1 項の意味
の競争を歪曲することに値しない結果となる場合には、そもそも存在しな
いこととなる。
　研究者の中には、企業グループの取扱いについては国内会社法の原則に
依拠すべしとする競争法研究者もいる。例えば、Emmerich は、関連企業
をカルテル禁止から適用除外する主な前提として、それらがドイツ株式会
社法18条にいうコンツェルンであることを主張している
（６）
。この考え方は、
（２）　Commission Decision 69/195, Christiani & Nielsen ［1969］, OJ L165/12.
（３）　Emmerich in: Immenga/Mestmäcker, EG─Wettberbsrecht, Art. 85（ 1 ）, para. 
50.
（４）　Emmerich, ibid.
（５）　Emmerich, ibid., para. 52
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国内法のコンツェルンに依拠するもので、単一経済主体の効果的な適用が
国内会社法の下での評価が適正であるかということに依存することにな
る。したがって、このアプローチは、欧州競争法の評価のために国内法の
既製の概念を利用するという危険をはらんでいる。
　また、他の研究者は、関連企業間の合意に対する101条 1 項からの適用
除外は基本的に個々の事案における正当化を必要とする「適用除外」であ
るべきと主張する
（７）
。この見解は、単一経済主体の構成をケース・バイ・ケ
ースで評価される異なった基準を要約した文言であると考えている
（８）
。この
見解によれば、これらの基準は、競争法条約の条項全体を考慮すべきとい
うことになる。単一経済主体理論の適用に当たっては、ある程度ケース・
バイ・ケースの評価が不可避であることは確かであるが、この見解は決定
が恣意的になるという危険があるとの批判がある
（９）
。
（ 2 ）責任賦課に関する単一経済主体概念の適用
　カルテルの禁止を適用する場合には、正しい法的主体に対して法律違反
の責任を決定することが必要になる。企業がその事業について独立して決
定していない場合、子会社の反競争的行為の責任を親会社に課することが
必要になってくる。しかし機能条約自体は行為の帰責の法的根拠を規定し
ておらず、競争法違反の制裁金の額について法的主体が考慮されるかにつ
いても規定していない。
　このため、EU 委員会と欧州裁判所は、グループ内責任を評価するため
に単一経済主体概念を考案した。もっとも、欧州の当局は、この法的概念
を構築するために特別な状況の詳細な分析を行ってきたわけではなく、比
較的単純な基準により、反競争的行為を親会社と子会社間の経済的一体性
（６）　Emmerich, ibid.,  para.55.
（７）　Cf. Emmerich, ibid., para52
（８）　Pohlmann, Unternehmensverband, 75.
（９）　Buntsscheck, Konzernprivileg, 20.
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の存在に基づいて判断してきた。
　101条における事業者という文言は、必ずしも法人格を必要とするわけ
ではないが、委員会は競争法違反の責任を認定する法人を決定する必要が
ある。これは委員会による決定が加盟国の国内法のルールによって執行さ
れなければならならず、それゆえ、法人格を付与された主体が必要なため
である。このため、委員会と欧州司法裁判所（ECJ）は、 2 段階のアプロ
ーチをとっている。101条における事業者の存在を確定した後、当該行為
の責任を課すべき自然人又は法人を確定した。制裁金を科すべき当事者の
確定は、非難すべき主体が確定された後に決定された
（10）
。
　親会社が子会社を所有している場合には、親会社は子会社の行為に対す
る支配権を行使することが可能である。後述するこれまでの判例法では、
裁判所は、かかる高度の所有は親会社が現実に子会社の市場行為に対する
決定的な影響力を行使したことの法的推定を生じさせると判示してきた
（11）
。
　カルテル禁止に関する決定で、委員会と ECJ は、とりわけ完全所有の
事件では、親会社の責任に関して強力な推定を用いている
（12）
。この実務に対
しては、規則 1 /2003の23条 2 項によって要求される個人責任原則とかい
離するとの批判も提起されている。
　支配会社と被支配会社との間の責任の賦課の関して、ジョイントベンチ
ャー及び企業再編については幾つかの問題がある。
ジョイントベンチャー
　 3 社の関係が生じるジョイントベンチャーに関連した事件では、欧州当
局の取扱いは統一が取れていないようである
（13）
。本来、ジョイントベンチャ
ー子会社の反競争的行為については、親会社のうち 1 社、すなわち、子会
（10）　Commission Dicision of 27.7.1994, PVC Ⅱ［1994］ OJ No. L 239/14, para44
（11）　ECJ of 23.10 1983, Case C─107/82, AEG─Telefunken AG v. Commission, ［1983］ 
ECR 3151.
（12）　Scordamaglia, Caretel Proof, Imputation and Sanctioning in European 
Competition Law, Comp. L. Rev. （2010） Vol. 7, Issue 1, p.5 （21）.
（13）　Schroeder, in: Wiedermann, Handbuch des Karetelrechts, （1999）, §8, para. 11
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社の行為の特定分野に影響力を行使した会社に対して責任が課されてい
た。しかし最近では、裁判所及び委員会は、両方の親会社に反トラストの
制裁金、しかも、両者の売り上げを合算した額を基礎とした制裁金の責任
を課している。
　同じ問題がグループ特権又はコンツェルン特権（免除）の適用について
生じる。これは 2 若しくは数社の会社によって共同に支配されている事業
者との合意、すなわち、参加している事業者間に過半数所有が存在しない
場合の合意に関してである
（14）
。この場合に問題となるのは、そのような集中
の形態における会社間の合意が101条 1 項の適用を免除されるか否かとい
うことである。
事業再編
　単一経済主体理論の企業グループに対する適用に関するもう一つの問題
は、企業再編である。ハードコアカルテルに加わっていた事業者が再編さ
れることは珍しくない。その形態は、事業の譲渡から資産若しくは株式取
引の手段による事業者そのものの取得まで、様々である。例えば、反トラ
ストの責任を移転するために買収が行われることもあり得る。当該競争法
に違反した主体の法的又は組織的変更は、新しい事業者がその前身の企業
の責任を免れることを意味しない
（15）
。むしろ、会社が以前に犯した反競争的
行為の責任を負うことになることを覚悟しなければならない。
　この問題に関しては、事業者は、単に、当該違反行為に責任を有する法
人が存在しないというだけ理由で自らの責任を逃れることはできないこと
が重要である
（16）
。会社の再編が買収のかなり前に行われた時でも、取得会社
は被取得会社の過去の行為に注意しなければならない。会社の買収は、資
産と、反トラスト違反の責任を含む責任が買収者の責任に移転するもので
（14）　Buntsscheck, supra. 20.
（15）　Cf. CFI in Case T─29/83 & 30/83, CRAM und Rheinzinke v. Commission, 
［1984］ ECR 11679, paras. 9ff.
（16）　CFI of 20.4.1999 in joined Cases T─305/94 a.o., Limburgse Vinyl Maschappij 
and others v. European Commission, ［1999］ ECR Ⅱ, paras. 961 and 984.
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ある。しかし、会社が反トラスト違反に関与していたことを知らずに買収
した事業者が、買収以前に行った競争法違反の責任を負い、制裁金を課さ
れることになる否かは重要な問題である。従来の判例法によれば、会社
は、それが存在する限り、過去の不法な行為の責任を完全に負う。これは
違反に関与した物的及び人的要素が第三者に移転した場合でも考慮される
ことになる
（17）
。また、判例法によれば、買い手は、その買収以前に被取得企
業が犯した違反行為については、当該被取得企業が法人格を有している限
りその責任を負わない
（18）
。
Ⅱ　企業グループに対する101条の適用事例
1 　101条の適用除外
（ 1 ）Christiani & Nielsen 事件
（19）
　本件は、単一経済主体概念の出発点となった事件である。
　デンマークの建設会社である Christiani & Nielsen は、数か国の EU 加
盟国に完全子会社を設立していたが、子会社の事業活動をそれぞれの国内
市場に制限していた。オランダの子会社である Christiani & Nielsen Den 
Haag’ は次の義務を課されていた。
　・日常の業務及び従業員の管理について定期的に親会社に報告すること
　・親会社が発する指示に従うこと
　・ 子会社の利益のためになされた支出の弁済を含む業務及び活動に関す
る一定の報酬を親会社に支払うこと
　これに対し、親会社は、子会社に経営の経験、特許、技術改良及び技術
（17）　Commission Decision of 23.4.1986, Polypropylen, ［1986］ OJ L 230/01, para.96.
（18）　ECJ of 5.4.1990, in case C─121/89. LMV, ［1990］ ECR─I─1595.
（19）　Commission Decision of 18.8.1969, Ⅳ /22.548, Christiani and Nielsen, ［1969］, 
OJ L 165/12, 13.
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的ノウハウを提供するとともに、自らはいかなる形でもオランダで事業活
動を行わないこととしていた。また、子会社の支配株式とは別に、同グル
ープのトップは、子会社の経営陣を指名する権限を有していた。
　EU 委員会は、両社の請求に基づき、規則17条 2 項に基くカルテル禁止
の適用除外を付与した。その決定理由の中で、委員会は、101条の適用可
能性は事業者間で現実の競争が存在していることが前提条件となるが
（20）
、こ
の条件は、問題となっている各事業者が別個の法人格を有しているという
理由のみでは充足されず、子会社が経済的レベルで独立の行為をすること
ができるか否かを評価することが必要であると判断した。
　委員会は、Christiani & Nielsen Kopenhagen の親会社は、子会社を設
立することにより、オランダの地域において最も有利な条件でサービスを
提供することができることを確保しただけであり、それゆえ、この事業方
針は、事業戦略を考慮した適法なものであり、子会社を独立の経済主体と
みなすことはできないと判断した。
　最終的に、委員会は、当該合意における市場分割は、同じ経済主体に属
する会社間で「内部的な業務の配分」を行うためのものに過ぎないと認定
した
（21）
。
（ 2 ）Beguelin Import. Co. V. S.A.G.L. import Export 事件
（22）
　ニース地方裁判所は、ベルギーの会社である Beguelin Import. Co. とそ
のフランスにおける子会社間の合意の適法性について先行判決を求めた。
この合意によれば、日本製のライターの独占的販売権を取得していたベル
ギーの親会社 Beguelin Import. Co. は、その子会社に対して、日本の製造
業者から購入したライターの独占的販売権を与えることとされていた。フ
（20）　Commission, ibid.
（21）　この認定は、委員会が子会社に対する現実の影響力行使を示す事実を明示して
いると指摘しているものとして、Buntscheck, Konzernprivileg, 32.
（22）　ECJ of 25.11.1971, Case 22/71, Beguelin Import. Co. V. S.A.G.L. import 
Export, ［1971］ ECR 949.
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ランスの子会社は、さらに、日本の製造業者と同様の契約を締結していた
ところ、ドイツとフランスの競争者がフランへの並行輸入を行っていたの
で、これら親子会社 2 社は、ドイツ及びフランスの 2 社に対して差し止め
請求を提起した。フランスの裁判所は、当初の親会社と子会社との合意の
条件が共同体の競争ルールの下で許容されるか否かについて先行判決を求
めた
（23）
。
　親会社による排他的販売権の付与は101条 1 項における合意を構成しな
いと判断してきた委員会とは異なり、ECJ は、子会社の経済的独立性が
ないことを強調して、「 2 社のうち 1 社が他の 1 社に経済的に完全に従属
している当該 2 社間の関係は、当該子会社と第三者で結ばれた排他的取引
契約の有効性を判断するにあたっては考慮されえない
（24）
」と述べた。
　ECJ は、101条 1 項は、共同市場における競争を侵害する目的又は効果
を有する合意を禁止していると述べた上で、「排他的販売の合意は、当該
合意により譲与された権利の移転が、親会社から、別個の法人格を有して
いても経済的な独立性を有しない子会社に対してなされたものである場合
には
（25）
」競争の侵害は存在しないとした。
　EU 委員会が主として101条 1 項における合意の存在を否定したのに対
し、ECJ は、親会社と完全子会社間の支配関係の存在を根拠にして、競
争の歪曲の存在を否定した
（26）
。
（ 3 ）Centrafarm I & II 事件
（27）
　米国の製薬会社 Sterling Drug Inc. は、Negram と呼ばれる製薬を開発
（23）　Ibid., para. 4  ［grounds］.
（24）　Ibid., para. 4  ［Operative part］.］.
（25）　Ibid., para.  8.
（26）　Ibid., para.  7.
（27）　ECJ of 31.10.1974, Case 15/74, Centrafarm B.V. and Adriaan De Peijiper vs. 
Sterling  Drug Inc., ［Centrafarm Ⅰ］, ［1974］, ECR 1147, and ECJ of 31.10.1974, 
Case 16/74, Centrafarm B.V. and Adriaan De Peij iper vs. Winthrop BV, 
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する特許を共同体の数か国に所有していた。その英国子会社、Sterling 
Winthrop Group Ltd. は、その製品に関するトレードマークをそのオラン
ダにの完全子会社 ,Winthrop B.V. に与えていた。この営業政策に従い、
当該加盟国における製品の使用は、オランダの子会社によって調整される
こととされていた。
　ところが、他のオランダの会社 Centrafarm は、同製品の輸入を継続
し、その幾つかは、英国（英国では Sterling Drug Inc の子会社との合意によ
って販売されていた）およびドイツからの Negram という名称を付してい
た。それによって相当な価格の違い（英国ではオランダにおける販売価格の
半額で販売されていた）から利益を上げていた。
　そこで、Sterling Drug Inc 及び Winthrop B.V. のオランダ子会社は、
Centrafarm による行為からの暫定救済と Sterling Drug Inc に帰属する特
許権の将来の侵害の差し止めを求めてロッテルダム地裁に訴訟を提起し
た。
　この請求は地裁によって棄却されたので、原告らはハーグ控訴裁判所に
控訴したところ、同裁判所は ECJ に先行判決を求めた。
　ECJ は、まず、商品の移動の自由に関する条約ルールは特許権者が他
の加盟国から当該特許製品を輸入する第三者の行為を妨げることを禁止し
ているかについて、商品移動の自由に関する条約の規定の目的が加盟国間
の輸入を制限する手段及び同様の効果を有する手段を禁止することである
ことを確認した後、「しかしながら、これらの規定は工業権及び商標権の
保護に基づいて正当化される輸入の禁止または制限を禁止するものではな
い
（28）
」とした。その上で、ECJ は、関連子会社に対する当該権利の授与が
国内市場を閉鎖するために用いられた場合に101条 1 項に違反するか否か
という問題については、競争に関する条約の規定が工業所有権及び商標権
の存在に影響することはないが、かかる排他的権利の行使の仕方が101条
［Centrafarm Ⅱ］, ［1974］, ECR 1183 ff.
（28）　Ibid., para. 6
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1 項の意味における合意の目的又は効果を有する場合には同条の適用を受
ける可能性がありえるとした
（29）
。
　そして裁判所は、いわゆるグループ特権又はコンツェルン特権について
次のように述べた。
　「85条（現行101条）は、複数の事業者が経済的単位を形成しており、その
内部において子会社が市場における行為の決定について自律性を持たず、か
つ、グループに属する事業者間の合意又は協調行為が事業者間の内部的分配
を作る目的を有する場合には、当該合意又は協調行為には適用されない
（30）
。」
（解説）
　親会社と子会社間の契約的合意を101条 1 項の適用除外とするためには、
2 つの条件が必要とされることが多い。 1 つは、子会社が経済的自立性を
欠いていることであり、他の 1 つは、合意が当該会社間での業務の内部分
配の目的を有する場合が必要とされる。第 1 の要件は、Begulien Import 
and Co. 事件や前述の委員会決定がそうである。第 2 の要件、すなわち業
務の内部分配という要件に言及した初めての判決である。
　ただし、子会社の意思決定の自律性の欠如は、親会社が子会社の具体的
な行為に関して決定する場合に推定されるのか、子会社が企業グループに
編入されていることで十分であるかについては議論があった
（31）
。
（ 4 ）Hydrothern Geratebau  GmbH v. Ing. Mario Andreoli 事件
（32）
　ドイツ連邦裁判所は、 4 つの法的に独立した事業者間の合意が、一定の
合意を101条の禁止の適用除外を規定しているブロック又はグループ適用
除外規則の適用範囲に含まれるか否かるか決定するために ECJ に先行判
（29）　Ibid., para. 12.
（30）　Ibid., para. 41.
（31）　Cf. Gleis/Hirsch, Kommentar zum EG─Kartelrecht, Art. 85, para. 193. 
（32）　ECJ of 12.7.1984, C─170/83, Hydrothern Geratebau  GmbH v. Compact de 
Dott. Ing. Mario Andreoli &C.sas, ［1984］ ECR 2999, 3009.
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決を求めた（同規則の文言では、 2 の事業者間の合意についてのみ適用される
としている）。
　事実の概要は次のとおりである。
　Dr. Mario Andreoli という技術者が、有限責任パートナーシップという
形で Ghibli という商標でイタリアにおいてラジエーターの製造販売を行
っていた。1975年に Andreoli はドイツの Hydrothern Getatebau 社に彼の
製品の製造および販売のライセンスを付与した。これにより、Hydroth-
ern Getatebau は西ヨーロッパの大部分の地域において同製品を販売及び
流通の責任を引き受けた。逆に同社は、この地域に同様の製品を輸入しな
いことに同意した。しかし、当事者はライセンスの合意の対価について合
意していなかったため、その後すぐに契約は停止となった。
　契約の停止を理由として、Andreoli は、本人及び会社 Compact を代理
して損害賠償請求訴訟を提起した。Hydrothern Getatebau はマーケティ
ング契約がブロック適用除外規則の適用があり、101条 2 項によって無効
であると主張した。
　助言意見において、委員会は、その適用範囲を 2 者間の合意に制限して
いる EEC67/67規則 1 条の文言に言及した。EU 委員会は、これまでの判
例を引用して、提携企業の事件においては、いくつかの法的に独立した事
業者は単一経済主体を構成することができ、この主体が反トラスト法の対
象である独立の「事業者」に当たることを確認した
（33）
。その上で、この「事
業者」は、当該複数の企業がその経営の一つの主体の性格を有する場合又
はその事業者の 1 つが他に完全に従属していかなる競争も行えない場合が
これに該当するとした
（34）
。
　ここでは、委員会が子会社の経済的独立性がないことを重視して単一経
済主体を認定したのは従来の考え方と軌を一にしているが、当該行為が競
争ルールに合致しているかを評価するために「事業者」という文言を引用
（33）　Ibid. 2999.
（34）　Ibid. 3009.
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していることが重要である。
　Lenz 法務官は、競争法の解釈に関して純粋法的なアプローチではなく、
経済的アプローチを主張している点では、委員会の理由づけに従った。す
なわち、親会社と子会社が単一経済主体を構成するのは、「子会社がその
市場における行為について独立に決定せず、その実質的な点について、親
会社（親会社が株式の過半数を所有し、又は子会社の完全な支配権を有してい
る場合）の指示を受ける
（35）
」場合である。ここでは、経済的主体の存在は、
親会社の支配権の行使に基づいて判断され、それが競争の不存在を理由と
する101条 1 項の適用除外の根拠となっている。法務官は、同じアプロー
チが EEC 規則67/67の適用にも必要として、次のように述べた。
　「複数の者が合意の目的のために単一の主体として行動する場合には、こ
れらは相互に密接に結合して、それらの間に競争が存在しないので、一方の
当事者にこれら複数の法的当事者が含まれている合意にはこの規則を適用す
るのが論理的である
（36）
」
　委員会の評価とは異なり、法務官は企業グループを単一経済主体として
扱うための「事業者」という文言を引用せず、Hydrotherm と Compact
間の合意に規則67/67が適用できると結論付けた。
　しかし、ECJ は、委員会の議論に従い、「競争法において事業者という
文言は、経済主体が自然人であれ法人であれ、複数の者から成り立ってい
るとしても、問題となっている合意の主要な目的のための経済単位を指す
ものと理解されなければならない
（37）
」と判示した。
　ECJ は、経済主体が認められる前提条件には、当該事業者が同じ自然
人又は法人、もしくは共通の利益によって支配されていることが含まれ
る。かかる状況の下では、競争は不可能であると判断した。企業グループ
（35）　Opinion of the AG in C─170/83, Hydrothern Geratebau  GmbH v. Compact de 
Dott. Ing. Mario Andreoli &C.sas, ［1984］ ECR 2999, 3024.
（36）　Ibid. 3025
（37）　Ibid. para. 11.
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を101条 1 項から適用除外とするために「事業者」という文言を引用する
のは、単一経済主体概念に関するこれ以降の判決において共通に見られる
特徴である
（38）
。
（ 5 ） Viho Europe B. V. v.Commission of the European Communities
事件
（39）
　いわゆるグループ特権又はコンツェルン特権を適用する判決で繰り返し
引用されるのが、この判決である。
　英国法に基づいて設立された Parker Pen Ltd. は、自社製品をヨーロッ
パ市場において、完全子会社及び独立の卸業者を通じて販売している筆記
用具の製造業者である。Parker の取締役会メンバーでもある一人を含む
3 人の役員で構成されるエリア・チームは、当該製品の販売及びマーケテ
ィングを管理していた。顧客の供給請求があった場合、顧客の住居又は店
舗のある地に所在する子会社に任せるのが慣行であった。
　本件の原告であるオランダの Viho Eyrope B. V. は Parker の子会社及
び独立の卸売業者と同じ取引条件で Parker の製品を仕入れることによっ
て市場に参入することを試みたが失敗に終わった。その後の行政調査手続
きにおいて、委員会は、Parker と子会社及び独立の卸業者間の合意と欧
州競争ルールとが両立するか否かについて判断することを求められた。調
査の結果、委員会は、Parker と卸業者である Herlitz は101条 1 項に違反
したとして両社に制裁金を課したが
（40）
、子会社の供給を一定の地理的区域に
制限している Parker の販売システムそのものが101条 1 項に違反している
との Viho の主張は退けた。これについて委員会は、ECJ の判例を引用し
て、子会社は市場における一連の行為を独立して決定する自律性を有して
（38）　Cf. Bruntsscheck, Konzernprivileg, 48.
（39）　ECJ of 24.10.1996, C─73/95, Viho Europe B.V. v. Commission of the European 
Community, ［1996］ ECR Ⅰ─5457, 5472.
（40）　Ibid. para. 8.
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いない単一経済主体を形成していると述べて、Parker の流通システムに
対してカルテル禁止を適用することを否定し、各子会社に販売区域を割り
当てることは、グループ内の適正な業務分配のために通常必要とみなされ
る義務付けであるとした
（41）
。
　これに対し Viho は、委員会の決定はこれまでの実務と両立しないと主
張して、ECJ に訴訟を提起した。その主張において、Viho は、親会社が
子会社を支配する単なる可能性だけで自動的に両者の合意が業務の内部分
配の目的になるわけではなく、Parker は子会社を一定の地域に制限する
ことを禁止されるべきであり、子会社と卸業者と同様の条件で他の市場参
加者に製品を供給すべきであると主張した
（42）
。
　第一審裁判所（CFI）は、101条 1 項は、子会社が市場における一連の行
為の決定において真の自律性を有しない経済主体を形成している企業グル
ープの会社間の協調行為には適用されないとして、原告の訴えを棄却し
た
（43）
。判決の中で、CFI は、Hydrotherm 事件における ECJ 判決などを引
用して、親会社及び子会社の市場における結合した行為はその法人格が別
である結果としての会社間の形式的分離に優先すると結論付けた。同判決
は次のように述べている
　「経済的に独立した主体間に合意が存在しない場合には、経済主体内の関
係は条約101条 1 項の意義における競争を制限する事業者間の合意又は協調
行為に該当することはあり得ない。本件のように、子会社が別個の法人格を
有していても、その市場行為を自由に決定せず、完全に支配されている親会
社によって与えられる直接又は間接の指示を実施している場合には、101条
1 項は単一の経済主体を形成している子会社と親会社間の関係には適用され
ない
（44）
」として請求を退けた。Viho は、これを不服として、上告した。
（41）　Ibid. para. 10.
（42）　Ibid. para. 35.
（43）　Ibid. para. 49.
（44）　Ibid. para. 35.
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　ECJ は、Parker とその独立販売者および完全子会社で区別する EU 委
員会のアプローチに従い、同じ企業グループに属する会社間の行為は101
条 1 項の適用を排除しないという原告の主張について、次のように判断し
た。
　「はじめに、Parker がドイツ、ベルギー、スペイン及びオランダの子会社
の株式の100％を所有していること、および子会社の販売及びマーケティン
グ活動は親会社によって指名されたエリアのチームによって指示されてお
り、親会社は販売ターゲット、粗利、販売コスト、キャッシュフローとスト
ックをコントロールしていることが認定されていることに留意するべきであ
る。エリア・チームは、販売すべき商品の範囲を設定し、宣伝をモニター
し、価格及び値引きに関する指令を発している。」
　「このように、Parker とその子会社は単一経済主体を形成し、その中で子
会社は市場における一連の行為を決定する真の自律性を保持しておらず、彼
らを支配する親会社によって発せられる指示を実施しているだけである
（45）
」
　続いて裁判所は、かかる状況の下で、子会社という手段で国内市場を閉
鎖する Parker の行為は競争者の競争上の地位に影響を与えるか否かに関
係なく、101条 1 項と相いれないと述べた上で、かかる単独行為形態は、
もし102条要件を完全に満たす場合には同条の対象とすべきであるとし、
CFI は、Parker グループに対し101条 1 項の適用を除外するためには単一
経済主体の存在のみに基づいて判決を下すべきであったと判断した
（46）
。
　ECJ は、親会社の指示を強調して、グループ特権又はコンツェルン特
権の適用のために必要な支配の程度についての議論を補強した。他方で、
業務の内部分配の面は、基本的に会社の経済的自立性の保護を目的とする
カルテル禁止の適用除外の前提とはならないことを明らかにし
（47）
、最終的に
原告の請求を棄却した
（48）
。
（45）　Ibid. para. 15─16.
（46）　Ibid. para. 18.
（47）　Cf.Mickliz, EuGH EWiR Art. 85 EGV 1 /97, 219, 220.
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（小括）
　企業の結合の存在を考慮する必要性は競争法の施行の初期から認識され
ていたが、それを理論的に整理することについては考え方が分かれてい
た。企業の支配関係の重要性はいわゆるコンツェルン特権の下で理解され
ていたが、その後、経済的に結びついた会社間で責任を課すことの重要性
が増してきた。Viho 事件判決において ECJ がコンツェルン特権の範囲を
具体化したにもかかわらず、101条 1 項の下での類型化に関しては必ずし
も一致が見られない。研究者の間では「競争の歪曲」という要件を中心に
議論されているが、EU の実務は事業者という要件を101条 1 項の適用か
らグループ内の合意を適用除外するために利用するようになっている。た
だし、これは当初から適用されたアプローチではなく、当初の決定におい
て委員会は、結合した事業者間の合意には競争の歪曲が存在しないとみな
していた。
　Hydrothern 判決において、裁判所は、初めて事業者という文言を引用
し、その後繰り返して関連事業者間の経済主体の存在を強調するためにこ
の事業者概念を利用してきた。この考え方は、Viho 事件判決において明
確にされ、単一の経済主体の存在が101条 1 項の適用除外の根拠となるこ
とが確定したといえる。
2 　単一経済主体概念と反トラスト責任の帰属
（ 1 ）Imperial Chemical Industries Ltd. And Others 事件
（49）
　本件は、ECJ が初めて単一経済主体概念を用いて企業グループに属す
る会社間の行為の帰責に関する原則を構築した事件である。
（48）　ECJ は、「事業者」という文言には触れていないが、Parker グループに属する
会社間の単一経済主体を強調していることから、経済主体を事業者と同様に扱う委
員会及び CFI によって採用されてきたアプローチを考慮しているという見方もあ
る。Buntscheck, Konzernprivileg, 56.
（49）　ECJ of 14.7.1972, C─48/69, Imperial Chemical Industries Ltd. v. Commission of 
European Community, ［1972］ ECR 619, CMLR, ［1972］ Vol. Ⅱ, 594.
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　EU 委員会は、染料分野において、複数の事業者が1964年から1967年の
間に統一的な価格引き上げを行ったと認定した。これに対し、英国の事業
者 Imperial Chemical Industries Ltd. （ICI）は、自社は共同市場において
活動しておらず、同地域において事業拠点を有していないとして委員会の
決定に対して異議を唱えた
（50）
。また、子会社を通じて反トラスト違反を行っ
たとされた事業者である Geigy と Sandos は、委員会の認定はいわゆる効
果理論に関する国際法の原則に反しているとして異議を申し立てた。
　これに対し委員会は、 2 つの理由に基づいて海外の親会社の責任を認定
した。
　 1 つは、協調行為の認定は数社の製造業者について行われたのであり、
子会社に関しては、親会社の値上げの指示が義務的であったので、子会社
の協調行為が証明されたのではないということであった
（51）
。さらに、委員会
は、子会社が自律的にその製品価格を設定することができたとしても、子
会社が大部分を消費者に転嫁することなしに当該価格引き上げを実現する
ことは不可能であったので、子会社は、親会社の事業の単なる手段に過ぎ
ず、したがって、親会社が当該価格引き上げの責任を負うと判断した
（52）
。
　また、委員会は、「101条 1 項の下では、加盟国間の取引に影響し、その
目的及び効果が加盟国内の競争を妨げ、又は制限し若しくは歪曲する事業
者間のすべての合意、事業者団体の決定及びすべての協調行為は共同市場
と両立しないとして禁止される
（53）
」と述べた上で、本件では事業者の行為が
共同市場における競争に及ぼす影響が認められるので、この競争制限の原
因である事業者が共同体の内部に所在するか外部に所在するかを検討する
必要はないと結論付けた
（54）
。
　これに対し原告会社は、管轄権に関する異議申し立てを行ったが、ECJ
（50）　Ibid. 625f
（51）　IV/26.267, Dysestuffs, ［1969］ OJ Nr. 195/11. Para.11.
（52）　Ibid.
（53）　Ibid. para. 28. 
（54）　Ibid.
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は、「協調行為に関しては、まず、原告の行為が共同市場に出現している
かを確認し」、問題の価格引き上げが共同市場に影響を及ぼし同市場にお
いて活動する製造業者間の競争に影響を与えたと述べて、異議を却下し
た。そして、この行為の責任は子会社に対してのみ課されうるとの原告の
主張に対して、以下のように判示した。
・ 「子会社が別個の法人格を有しているという事実は、その行為に対する
非難が親会社に向けられる可能性を排除することにはならない。」
・ 「子会社が別個の法人格を有していても、市場における行為を自律的に
決定せず、基本的に親会社によって与えられる指示を実行しているとき
は特別な場合に当たる。」
さらに、単一経済主体理論に基づいた原決定に言及して、「このように形
成されたグループという主体を考えると、一定の状況においては、子会社
の活動の責任を親会社が負うべきである
（55）
。」
　経済主体の存在は、ICI がその子会社に決定的な影響を与えたという事
実に基づいて認定された。このことは、ICI が問題の製品の 3 回にわたる
実質的な価格引き上げにつながった拘束的な指示の発出によって実際に支
配権が行使されたことによって証明された。
（ 2 ）AEG─Telefunken v. EC Commission 事件
（56）
　ICI 判決における、別個の法人格の存在は子会社の行為をその親会社の
責任とすることを防ぐには不十分であるという考え方は繰り返し使われて
いる。ECJ は、子会社が別個の法人格を有しているにもかかわらず、そ
の市場行為について独立して決定せず、あらゆる実質的な面で親会社の指
示を実行している場合には、親会社に対する帰責が正当化されるとしてき
た。これに関連して、ECJ は、企業グループの会社間の関係に関する
（55）　Ibid.
（56）　ECJ of 25.10.1983, C─107/82, Allgemeine Elektrizitäts─Gesellschaft AEG─
Telefunken v. E.C. Commission, ［1983］ ECR 3151.
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「法的推定」を考え出した。その最初のケースが本件である。
　Allgemeine Wlektrizitats─Gesellschaft AEG─Telefunken（AEG） は、
家電製品の開発、製造・販売を行う、ドイツ法に従って設立された有限責
任会社である。
　AEG は、1970年 1 月から、子会社 Telefunken Fernseh─und Rundfunk
─GmbH（TFR）にそのヨーロッパ市場における事業を委ねた。これらの
製品の販売については、TFR は他の加盟国における AEG の販売戦略を
実行した。また、フランスの子会社である AEG─Telefunken SA（ATF）
及びベルギーの子会社 AEG─Telefunken SA Belge（ATGB）に対してこ
の戦略に従うよう指示した。
　AEG は、EU 委員会に対して、選択的流通制度の計画を届け出た。同
制度は、マーケティングの各段階において選ばれた再販売業者との標準的
契約に基づくものであった。この AEG の制度が標準契約の条件を満たす
すべての独立の販売業者に対してオープンであったので、委員会は同プロ
グラムを承認した。
　しかし、時が経過し、委員会は、この AEG の流通制度の実際の運用が
承認したスキームに合致していないと判断し、101条 1 項違反を理由とし
て、AEG に対して、遅滞なくこの制度の運用の停止を命じる決定を行った
（57）
。
　同決定において委員会は、AEG が伝統的な販売店にのみ製品を供給
し、ディスカウント・ストアのような新しい流通形態に対してはネットワ
ークへのアクセスを拒否することによって適用除外の告示に定められた条
件を順守していないと判断した
（58）
。さらに、AEG は、量的基準のみを満た
し、質的基準を満たしていないフランスのディーラーに地域的な保護を付
与しようとしたと認定した
（59）
。このシステムにより、AEG は、小売価格の
安定政策を採り、それによって統一的な価格水準を確保したとみなされ
（57）　Ibid.
（58）　Cf. ibid. C.M.L.R. ［1984］, 331.
（59）　Cf. ibid. C.M.L.R. ［1984］, 334.
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た。
　これに対し AEG は、101条 1 項を適用するための条件が欠けているとし
て ECJ に訴を提起し、次のような主張を行った。
①　このシステムによって子会社とともに反競争的単独行為を行っていな
い。
②　最低限の利益マージンを維持することは選択的販売制度の目的のため
合法的である
③　委員会が異議告知を行った行為は AEG に帰責することはできない。
④　この販売システムは、共同体内取引の障害にはならない
（60）
。
　ECJ は、共同体法においては、選択的流通制度は必然的に共同体市場
の競争に影響を与えるが、一定の取引合意は仮に競争を減じるとしても許
容されることは認めた（これは、特殊な製品の生産や質の高いサービスにつ
いて許容される価格以外のあらゆる要素に関する排他的な合意のケースにみら
れる
（61）
）。
　ECJ は、再販売業者が技術的能力やスタッフの質並びに店舗の適切さ
に関する客観的な基準に基づいて選ばれる場合には許容されるとした上
で、この基準はすべての潜在的な販売店について同一でなければならず
（62）
、
これと異なる方式の選択的流通制度は101条 1 項に違反する、とりわけ、
製造者が差別的な方法、すなわち、高い価格水準を維持し、特定の流通チ
ャンネルを排除する目的がある場合がこれに該当する。本件の製造業者に
よる承認の拒否は単独行為を構成するものではなく、当該事業者と再販売
業者間の契約的合意を形成すると認定した
（63）
。すなわち、承認の拒否が、公
認流通業者との契約的関係に関連して実施された行為とみなされるので、
もし基準を満たす流通業者で承認を拒絶されたものの数がシステム化され
（60）　See ECJ of 25.10.1983, C─107/82, Allgemeine Elektrizitäts─Gesellschäft AEG─
Telefunken v. E.C. Commission, ［1983］ ECR 3152, para.6.
（61）　Cf. ibid.
（62）　Ibid. para. 33.
（63）　Ibid.
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た行為の一部を形成しない例外的なケースである可能性を排除するに十分
であるときは、システムの違法な適用である証拠となると判示した
（64）
。
　次に ECJ は、原告の、TFR、ATF 及び ATBG による選択的流通シス
テム適用に影響を与えていないという主張を検討した。裁判所は、ICI 事
件判決を引用して、AEG が子会社の行為を支配していたという委員会の
見解を支持し、子会社がこの流通制度のために AEG の指示に従うことを
要求されていたので AEG の責任を認めたのは正当と判断した
（65）
。
　TRF に関しては、AEG の完全子会社として親会社である AEG の決定
した政策に従うのは当然であるとみなされるので、AEG がその指示とい
う手段によって支配権を行使したと認定することは必ずしも重要でないと
した
（66）
。
　ATF に関しては、ATF が流通業者と交渉する時には Telefunken Policy
受け入れる必要性に言及した内部メモが根拠となり、この合意は ATF が
実際に親会社である AEG の営業政策を遵守していることを示していると
認定され、他方で、ATGT は、一定の販売業者との交渉について定期的
に TFR に報告し、TFR がこのことを共通の親会社である AEG に報告し
たと認定された
（67）
。これらの事実は AEG の子会社が独立の決定権限を有し
ていなかったことを示しているので、ECJ は、TFR、ATF 及び ATGB
の反競争的行為は親会社に帰責されなければならないと結論付けた。これ
らの認定の根拠として、ECJ は、初めて、子会社の反競争的行為に関す
る親会社の責任を決定するためのスキーム創り出した。すなわち次のこと
が証明される必要がある。
①　親会社が子会社の流通及び価格政策に決定的な影響力を行使する地位
にあること。
（64）　Ibid。
（65）　Ibid. 134.
（66）　Ibid. para.
（67）　Ibid. para. 52.
590　　早法 94 巻 3 号（2019）
かつ、
②　親会社が実際にその影響力を行使したこと
　裁判所は、さらに、完全子会社については、子会社は親会社の政策に従
うのが必然なので、実際に影響力を行使したことが推定されるとした
（68）
。
（ 3 ）Stora Kopparsberg AB v. EC Commission 事件
（69）
　本判決は、親会社に対する帰責に関連して、委員会によって繰り返し引
用される判決であるが、加えて、法的継受における反トラスト責任の問題
を論じている点でも特に重要である。
　本件の調査手続は British Printing Industries Federation and Federation 
Francaise du Cartonnage による非公式な訴えによって開始された。委員
会は、多くの事業者及び事業者団体の事務所に対する調査によって得られ
た証拠から、1986年半ばから1991年 4 月まで関係事業者が反競争的行為を
行っていたと認定し、19の製造業者に対して制裁金を課した。このうち、
Stora の子会社 Kopparfors 、Fedmuhl 及び CBC が101条 1 項違反行為に
参加していたとして、Stora に対しては112万 5 千ユーロの制裁金を課し
た。
　Stora は、1990年にドイツの紙業グループ Feldmuhle─Nobel（FNO）の
株式の過半数を取得した時点ですでに、Kopparfors の株式100％を所有し
ていた。FeNo は、二つの子会社、Feldmuhle 及び CBC を所有していた
が、この 2 社は競争法違反行為に参加していたと認定された。
　Stora は、決定の名宛人が誤っているとして、決定の取り消しを求めて
CFI に訴訟を提起し、以下の点を主張した。
①　違反を犯した会社がまだ存在しているので、当該会社の法的継承者は
違反の責任を負わない、
（68）　Ibid. para. 50.
（69）　ECJ of 16.11.2000, C─286/98P, Stora Kopparbergs AB vs. Commission of the 
European Community, ［2000］ ECR I─9925.
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②　委員会の従来の実務及び判例法の考え方では、責任を賦課する条件が
満たされていない
（70）
。
　Stora は、それゆえ、違反行為の時点では、 3 つの会社の営業政策につ
いて支配権を行使していなかったと主張するとともに、子会社が完全子会
社であることのみを理由として、親会社が子会社の反競争的行為の責任を
負うことがあるとする委員会の主張を争った。
　これについて、CFI は次のように判示した。
・ 「子会社がその自身の行為を独立に決定せず、実質的な点で、親会社の
指示を実行している場合、子会社が別の法人格を有しているという事実
は、子会社の行為の責任を親会社に負わせる可能性を排除するのには不
十分である。」
・ 「本件では、原告は、Kopparfor の営業政策に対する決定的な影響力を
行使できる地位にあることを争わなかったので、司法裁判所の判例法に
より、原告が実際に影響力を行使したか否かを立証する必要はない
（71）
。」
　CFI は、Stora は Kopparfors が自律的な法的主体として営業政策を決
定していたという主張を裏付ける証拠を提出しなかったこと、並びに、子
会社 Feldmuhle 及び CBC に関しては、1990年末までに、Stora が全グル
ープ株式の97.84％を保有していたことを確認した。これに関連して、原
告が、グループの株式の過半数を取得した時点で、完全子会社である
Kopparfors が参加していた違反行為にグループ会社である Feldmuhle 及
び CBC が参加していたことも争わなかった。Kopparfors の行為は原告に
帰責されなければならないので、原告が Feldmuhle 及び CBC の反競争
的行為を知らなかったことはあり得ないとした
（72）
。最終的に、CFI は、委
員会が当該取得の前後の期間の間、これらの会社の行為に関する Stora の
（70）　Ibid. para. 8.
（71）　CFI of 14.5.199T─354/94, 8, Case Stora Kopparbergs v. Commission, ECR Ⅱ─
111..
（72）　Ibid.
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責任を認めたことは正当であると述べた。
　Stora は CFI の判決の取り消しを求めて ECJ に上告した。
　ECJ は、確立した判例によれば、親会社が子会社の経営に対して支配
権を行使した場合には、子会社の行為の責任を親会社に課すことができる
とした上で、Stora が子会社の経済的独立性を証明する証拠を提出しなか
ったという CFI の認定を検討した結果。再度 ICI 判決を引用して、次の
ように判示した。
　「本件では、争われている判決のパラ80で CIF が認定したように、原告が
1987年 1 月以降 Kopparfors の全株式資本を所有していたことに争いはない。
CFI は、上告人が Kopparfors の営業政策に対する決定的な影響力を行使し
うる地位にあることを争わなかったこと及び Kopparfors が自律的に行動し
たことの主張を裏付ける何らの証拠も提示しなかったことを付け加えた
（73）
」
　最終的に ECJ は、Stora が Kopparfors の行為に対する決定的な影響力
を行使したことを争わなかったことを理由として CFI が完全子会社の行
為に関する Stora の責任を認めたことを正当と判断した。
　なお、他の子会社の行為に関しては、Stora が違反行為の全期間にわた
り Feldmuhle 及 び CBC を 所 有 し て い な か っ た こ と を 理 由 と し て、
Feldmuhle 及び CBC の過去の行為を知っていたというのみで親会社に責
任を負わすことはできないとして、これら子会社の取得前に関しては
Stora の責任は否定された。
（解説）
　前述の AEG 判決において裁判所は、委員会は完全子会社が必然的に親
会社の事業行動に従うと推定できるという法的推定を考え出した。実質的
な株式所有を考慮して、親会社が実際に子会社に対する決定的な影響力を
行使したことが推定される。このため、かかる推定を覆すに十分な証拠を
（73）　ECJ of 16.11.2000, C─286/98P, Stora Kopparbergs AB vs. Commission of the 
European Community, ［2000］ ECR I─9925.
EU 競争法における単一経済主体理論（細田）　　593
提出することは親会社の負担となる。
　本判決は、この AEG 事件判決が定立した決定的な影響力の推定を援用
して、親会社である Stora に対する制裁金の賦課を容認している。しかし
ながら、原審である CFI が判決の中で、Stora による子会社の自律性の立
証は不十分とする一方、親会社である Stora が実際に影響力を行使したこ
とを認定しうる事実を指摘したことから、本判決の評価が分かれることに
なった。特に問題となっていたのは、委員会は単に100％所有を確認する
だけで親会社の帰責の根拠とできるのか、さらに親会社が決定的な程度の
影響力を行使したという推定を実証する必要があるかということである。
（ 4 ）Akzo Nobel NV v. Commission 事件
（74）
　本件は、米国の塩化コリンの製造業者によるリニエンシー申請がきっか
けとなって開始された事件である。EU 委員会は申請に基づいてカリン業
界の調査を開始した。調査の結果、委員会は、Akzo Nobel 社に対して101
条 1 項違反を理由として制裁金を課した。この事件の原告は、Akzo 
Nobel グループに属する 5 社で、そのうちの複数社が塩化コリンの製造販
売にかかわっていた（同製品は主として動物用食品業界で水溶性ビタミンとし
て使われている。）。
　委員会の調査の対象となった期間において、親会社 Akzo Nobel AC
は、他の原告らの株式のすべてを直接又は間接に保有していた。本件カル
テルは、世界的に行われており、1992年から1994年まで数社の北アメリカ
及びヨーロッパの会社、それ以降は1998年10月までヨーロッパで続けられ
ていた
（75）
。
　委員会は、Akzo グループの複数の会社が市場分割及び価格拘束合意に
参加していたと認定し、グループ全体に対して決定を下した。委員会は、
（74）　ECJ of 10.9.2009, Case 97/08P, Akzo Nobel NV v. Commission, ［2009］ ECR I─
08237.
（75）　Ibid., para. 12.
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グループが単一経済主体を形成して、全体として101条 1 項の違反行為に
参加していたとみなした。
　委員会は、親会社 Akzo Nobel は子会社の市場行為に対する決定的な影
響力を行使し得る地位にあることだけでなく、子会社が営業上の自律性を
有していなかったので Akzo Nobel が実際に影響力を行使したと認定し
た
（76）
。このことは、調査の対象になった期間中 Akzo Nobel によって作成さ
れた文書によって証明されるとし、約2100万ユーロの制裁金を課した。
　Akzo Nobel らは、これを不服として、CFI に取消訴訟を提起した。原
告はその主張の根拠として 3 つの理由を挙げた。
①　親会社に子会社の反競争的行為の責任を負わせるために必要な決定的
な影響力は会社の営業政策の範囲に関したものであるべきである。し
たがって委員会は、親会社がその子会社の営業行為を指揮することが
できたということ、及び子会社の独立性を奪った点に対して実際に影
響力を行使したことを証明する必要がある
（77）
。もし子会社がその営業政
策を子会社自身で決定していた場合は、子会社のみが反競争的行為の
責任を負うべきである。
②　完全子会社は親会社の指示を実行していると推定されるということが
共同体の判例法から明らかであるとしても、委員会は、親会社が特定
のケースで実際に影響力を行使したことを証明する必要がある
（78）
。
③　複数の会社が企業グループという組織を形成していたという事実だけ
では違反行為に親会社が実際に加わっていたことを証明する必要がな
いとすることはできない
（79）
。原告側は、Akzo Nobel の子会社がその営
業政策を独立に決定したという証拠を提出したのに対して、委員会は
この関係を証明する義務を果たしていない。
（76）　Ibid., para. 15.
（77）　Ibid., para. 23.
（78）　Ibid., para. 24.
（79）　Ibid., para. 25─26.
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　CFI は、委員会が子会社の違法行為の責任を親会社に課したことが正
当であるかについて、次のように述べた。
　「第 1 に、101条にいう事業者という概念は、長期の特定の経済目的を追
求する、人的及び有形・無形の要素の統一的組織から構成され、同条記載
の違反行為を犯すことが可能な経済的主体を含むものであることに留意し
なければならない
（80）
」と述べて、親会社と子会社の単なる関係や親会社の実
際の関与ではなく、それらの会社が上記の意味で単一経済主体を構成して
いるということが、企業グループの最終的な親会社に対する決定を行なう
ことを可能とすると判示した。
　さらに、CFI は、EU 競争法は、同じグループに属する異なった会社
が、経済主体を組織し、それゆえ、もし当該会社が自己の市場行為を独立
して決定していない場合には、101条及び102条にいう単一の事業者に該当
するということを容認していると述べた
（81）
。
　CFI は、ECJ の AEG 事件判決を引用して、100％所有の場合には親会
社が子会社に対する決定的な影響力を行使したという推定が存在し、当該
会社は、それゆえ、101条 1 項の適用対象である単一の事業者を構成する
と判示した。したがって、裁判所でその子会社の独立性を立証する証拠を
提出することによってこの推定を争うのは親会社側であるとされた
（82）
。
　さらに CFI は、委員会が推定に基づいて親会社に責任を課すためには、
100％所有のみでなく、追加的な状況を考慮しなければならないかについ
て、
　「Stora 判決で ECJ は親会社が子会社の資本の100％を所有している事実
に加え、親会社が子会社の営業政策に対する影響力を行使したことは争わ
れなかったこと、また、両社が行政手続きの間、相互に代理人となってい
たというようなその他の状況について言及したのは事実であるが」、これ
（80）　CFI of 12.12.2007, Case T─112/05, Akzo Novel NV, ［2007］ ECR Ⅱ─5049.
（81）　Ibid., para. 58.
（82）　Ibid.
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は、CFI がその理由の基礎としたあらゆる要素を特定する目的でかかる
状況に言及したに過ぎないと述べて、Stora 判決における ECJ の判断は、
AEG 事件で構築された推定原則を修正するものではないと判示した
（83）
。
　こうして、親会社は、グループが単一経済主体ではないことを立証する
ためには、自ら親会社と子会社間のすべての経済的、法的及び組織的結び
つきに関する証拠を提出しなければならないとされた。
　また、CFI は、委員会が子会社の事業収入の10％を超える制裁金を課し
たことによる規則 1 /200323条 2 項違反を行ったという原告の主張を棄却
したが、子会社の行った違反行為について Akzo Nobel AC が共同して及
び個別に責任があるとした理由を明らかにしていないという原告の主張を
退けたので、当事者は ECJ に上告した。
　ECJ の審理において Akzo グループの会社は、CFI が101条及び規則
（ 1 /2003）23条 2 項の事業者の定義を誤って適用したということを主張し
た。すなわち、EU 委員会の立証責任を軽減するために、ECJ が反証可能
な推定を構築したことは自体は認めるが、Stora 判決では、子会社におけ
る単なる資本所有は親会社の責任を認めるのには不十分であるということ
述べており、親会社が実際に支配力を行使したという十分な証拠を示す必
要があると主張した。
　さらに会社側は、CFI が過去の判決で、100％所有は親会社の影響力の
強い徴表であるが、これは子会社の責任を負わせるには不十分であると明
示的に述べたことを指摘して、今回の判決で CFI が、単なる株式所有が
決定的な影響力の推定に十分とみなしたことは会社の防御権の侵害に当た
ると主張した。
　ECJ は、まず、欧州競争法は、法的地位や資金調達の方法に関係なく、
経済活動に従事するすべての主体にあてはまる事業者の行為を規律するも
のであるとした上で
（84）
、この概念は、主体が法的に幾つかの自然人又は法人
（83）　Ibid.
（84）　ECJ of 10.9.2009, Case 97/08P, Akzo Nobel NV v. Commission, ［2009］ ECR I─
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から構成されていたとしても単一の経済主体と認定されるべきであるとし
た。したがって、かかる経済主体が競争法に違反したと認定された場合に
は、当該主体は委員会の異議告知に応答しなければならないことは明白で
あるとした
（85）
。
　裁判所は続けて、かかる経済主体に行為の責任を負わせることは、ICI
事件判決で示された条件、とりわけ、それら二つの主体間の経済的、組織
的及び法的結びつきに関する条件が充足されたときに可能であるとして、
これらの条件が満たされた事案では、親会社と子会社は単一経済主体を構
成し、したがって、欧州競争法の目的に関する単一の事業者に該当すると
し、以下のように判示した。
　「親会社が81条にいう単一の事業者を構成しているという事実に基づいて、
委員会は、親会社が違反行為に個別に加わったことを立証することなく、当
該親会社に対して制裁金を課す決定を下すことができる
（86）
」
　また、親会社が子会社の全株式を所有しているというケースでは、親会
社の影響力の行使が推定されることを認めた
（87）
。判決によれば、委員会は、
親会社が子会社の事業行為を支配していることを推定するためには子会社
が親会社によって完全所有されていることを証明すれば十分であり、親会
社が子会社の営業政策に影響力を行使したことについて親会社が争ってい
ないという事実や、両社が執行手続きの間共同して代表していることのよ
うな、追加的な状況に委員会が依拠することは必要ないとされた
（88）
。
　主張の 2 点目で、Akzo Nobel グループの会社は、会社の営業政策は、
特定の市場行為に関係付けられており、一定の条件に基づき、特定の地域
及び特定の期間において販売される商品及びサービスの生産に限定されて
08237. Para.51.
（85）　Ibid., para56.
（86）　Ibid.
（87）　Cf. ibid., para,60.
（88）　Ibid., para.62.
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いた。したがって、親会社が子会社の市場行動に決定的な影響を及ぼした
か否かは、かかる限定された市場行動について確認される必要があるが、
CFI は、子会社の営業方針に対して影響を与えること以外の基準に基づ
いて親会社に責任を負わせており、個人責任の原則に反すると主張した。
　この主張に対し ECJ は、子会社がその営業政策を独立して決定したか
否か判断するためには子会社と親会社を結びつける経済的、組織的及び法
的結合に関する関連の要素をすべて考慮することが必要であり、これらの
要素はケースごとに異なり、したがって網羅的に要約すべきではないと判
示し、次のように述べて原告の主張を退けた。
　「共同体法が違反行為を犯した経済主体の個人責任の原則を基礎としてい
るということは、上記のことの関連で述べる必要がある。もし、親会社が幾
つかの法的主体からなる経済主体の一部であるときは、当該親会社は、競争
法違反について主体を構成している他の法人の競争法違反について共同して
又は個別に責任を負うとみなされる。たとえ親会社が直接に違反行為に直接
参加していなくても、そのような場合、違反行為を行った子会社に対する決
定的な影響力を行使している。したがって、このような場合は、親会社の責
任は無過失責任とは見なされえない
（89）
。」
　こうして ECJ は、上告人らの第 2 の主張も根拠を欠くとして退けた。
（解説）
　Kokott 法務官は、委員会が、単なる資本的な結びつきに基づいて親会
社の完全子会社に対する影響力の行使の法的推定を援用できることを従来
の判例が認めているか否かについて争いがあったが、この判決で裁判所
は、委員会が資本的な参加に基づいてのみ判断することができ、追加的な
証拠を提示する必要はないことを明らかにしたと述べた
（90）
。
　法務官は、カルテル違反の責任賦課の問題は、競争ルールの対象と委員
（89）　Ibid.
（90）　Cf. Opinion of AG Kokott of 23.4.2009, in Case 97/08P, Akzo Nobel NV v. 
Commission, ［2009］ ECR I─08237, para. 1.
EU 競争法における単一経済主体理論（細田）　　599
会決定の対象が必ずしも同じではないという事実にあると指摘した
（91）
。すな
わち競争ルールは組織及び法的性格に関係なく事業者が対象であるが、競
争ルール違反を制裁する決定は効果的に執行するために法人に向けられな
ければならない。しかし、企業グループは、幾つかの法人から構成されて
いるので、違反行為の責任は特定の法人に課すことが必要である。
　しかし、Akzo Nobel 判決後においても、親会社が子会社の市場行動に
決定的な影響力を行使したか否かを決定するためには、単なる所有に加え
て諸事情を考慮する必要があるという批判が多くなされている
（92）
。
　また、この基準の適用の仕方が不明確であるとの批判がある。特に、裁
判所が親会社に対して子会社の事業の自律性の証拠を提出することを求め
る一方、この証明に関する基準を明示していないことが問題視されてい
る。しかも、子会社が自身の市場行動を決定していると推定するためにど
の程度の自立性が必要かも説明していない
（93）
。
小括
　実務においては、単一経済主体理論を適用して子会社の違反行為の責任
を親会社に課すことが定着している。その認定に当たっては、親会社の子
会社の市場行為に対する決定的な影響力の行使、その反面としての子会社
の事業活動の自律性の欠如を挙げられている。また、親会社の影響力の行
使の認定にあたり、100％所有は、親会社が子会社の行為に対する支配権
を行使することを可能にするという前提に基づき、かかる高度の所有は親
会社が現実に子会社の市場行為に対する決定的な影響力を行使したことの
法的推定を生じさせるという考え方も定着していると思われる。この推定
は、Stora 事件の裁判所が、子会社が完全に所有されているという事実及
び決定的影響を受けているという追加的な基準にに言及したことから、こ
（91）　Ibid., para. 36.
（92）　Cf. Riesenkampff and Krauthausen, ［2010］ ECLR 41.
（93）　Riesenkampff, Haftung der Muttergeselschaft, WuW 4 /2001, 357.
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の追加的な基準が単一経済主体理論の下で行為の責任の賦課にとっての前
提条件を構成しているかどうかについて見解が分かれることになった。こ
のため、委員会の決定に対して、完全所有とは別の追加的な基準を示して
いないと主張する訴訟が多く起こされた。
　しかし、Akzo Nobel 判決は、再び、委員会が100％所有という事実に
基づいて親会社に責任を課すことができるという考え方を明らかにした。
　いずれにしても、行政的制裁金が課される主体は、違反に直接関与した
会社に限定されないということは EU 競争法の確立した原則であると考
えられる。
まとめ
　グループ内合意を EU 競争法101条 1 項からの適用除外とするために考
え出された単一経済主体理論は、子会社の競争法違反行為についてその親
会社に制裁金を課すために適用されるようになった。EU 委員会は、これ
が企業グループに対する競争法の一貫した適用のために必要であるとして
いる。
　グループ内合意の101条 1 項からの適用除外については、その理論的な
考え方について識者間に違いがあるものの、結論的にはあまり違いはない
ようである。他方、責任の賦課については、理論上及び立証上の問題が提
起されていることはすでに述べたところである。
　EU においては、企業グループ関して EU 委員会決定の適正な対象を確
定するために単一経済主体概念が適用されることにより、制裁金の額が増
加しつつある。企業グループ会社間での行為の帰責は、制裁金の対象範囲
を広げるのに寄与し、101条 1 項違反を認定された子会社の親会社に課さ
れた制裁金額を大幅に引き上げる結果となった。
　 1 /2003規則の23条 2 項によれば、委員会は、事業者の世界の売上額の
10％まで制裁金を課すことができる。これは、主に違反行為に加わった法
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的主体の事業規模に制限される。しかし、企業グループに属する会社を単
一経済主体として取り扱うことにより、制裁金の上限額は増加する。この
規定に定められた売上額の最大10％は、101条の目的に関して事業者とし
て行為する単一経済主体を構成するすべての会社の売り上げの合計を基礎
として計算されることになる。なぜなら、結合した会社の売上額の合計の
みが問題の事業者の規模と経済力の徴表をなしているからである。したが
って、違反行為の責任を親会社に負わせることは累犯として課される額よ
り高額の制裁金を受ける親会社のリスクを増加させる。これは、親会社又
は子会社の競争法違反が、当該違反が行われた事業分野に関係なく考慮さ
れるためである。このような結果は、主として、企業に競争ルールを順守
するよう強制するために十分な抑止効果を与える制裁の仕組みを作るとい
うことを根拠として正当化されている。
　我が国の独禁法における課徴金に関しては、その金額についての公取委
の裁量が認められていないこともあって、解釈によって直接の行為者以外
に課徴金を課しうる場面はほとんどないと思われる。また、合併等の会社
組織の再編が行われた場合の課徴金納付命令の受命者に関しては法律によ
る手当てがなされている（独禁法 7 条24項及び25項）。
　他方で、親子会社ないし関連会社の関係にある複数の事業者が違反行為
に関与していた場合、実体法上の違反行為者でなければの課徴金納付命令
の対象とはならない。また、違反行為者とされても、違反行為の対象とな
った商品又は役務の売上額が存在しない場合には課徴金が課されることは
ない。このような事態は、違反行為の抑止を図るという課徴金制度の目的
に鑑みると問題といえよう。公取委は、独占禁止法研究会の報告を踏まえ
て、課徴金制度の改正を考えているとされる。上記の親子会社ないし関連
会社に関連した課徴金の賦課に関する問題もこれに含まれよう。その際に
は、単に実務上の必要性だけでなく、法理論的な正当性も問われることに
なる。その際には EU における運用及び理論的考え方が参考になると思
われる。
